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4.2 リスクプロファイル原案の作成

1. 照射食品の安全性に係るリスク

1.1 有害物質等の生成

1.1.1 過酸化物

（1）注目されるようになった経緯

食品に放射線を照射すると、ヒドロキシラジカル等の各種のラジカルが生じ、これが

引き金となって様々な化学変化が起こり、種々の過酸化物が生じる 1。

国内外の多くの研究によれば、過酸化物、特に過酸化脂質は、大量に摂取すると下痢、

胸やけ、嘔吐等の症状を引き起こすだけでなく、動脈硬化等との関連も指摘されている

2,3。

（2）科学的特性

一般に食品中の脂質は、脂肪酸の不飽和結合が自然酸化によって過酸化物を生成し、

さらにそれらがアルデヒド、炭化水素や有機酸に分解して不快臭を生じさせることが知

られている。放射線照射は、紫外線や可視光線、加熱等と同様に脂質の酸化を促進する

作用がある 4。脂肪に放射線を照射すると過酸化物が生成することが多くの研究者によ

って見出されており、例えば、バターの脂肪を 0℃あるいは-70℃で照射した後、-20℃で

貯蔵すると、過酸化物価が最初の 2 日間で著しく増加する 1。

関連する食品として、ラード、バター、マーガリン等の脂質含有量が特に高い食品群

が挙げられる。

過酸化物の生成は線量とともに増加するが、同じ線量であれば、線量率（単位時間当

たりの放射線量。吸収された放射線量を指す場合、吸収線量率とも呼ばれる。）が高くな

るにつれて少なくなる 1。Lueck らによる 1966 年の総線量 0.1MGy を照射したラードに

よる研究では、照射前の過酸化物価は 13.1 であったが、線量率が 0.05MGy/hr では 134、

0.5MGy/hr では 62.5、20MGy/hr の場合は 14.1 であった 5。

（3）毒性評価

① 体内動態

該当情報なし

② 一般毒性

疫学的調査及び過酸化物の生体内での反応機構などから、過酸化物、特に過酸化脂
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質と動脈硬化等との関連性が多くの研究者によって指摘されている 2,3。

③ 変異原性・遺伝毒性

脂質の過酸化物（環状のペルオキシエポキシドを含む）は、金属やアスコルビン酸

の存在下で DNA と反応する。また、リノレン酸やリノール酸の過酸化物は、サルモ

ネラ菌を用いた Ames 試験により、弱い変異原性を示す 2,6。

④ 発がん性

上述の変異原性や DNA との化学反応のデータなどから、過酸化脂質と発がんの関

係が指摘されている 2。

（4）曝露評価

該当情報なし

（5）耐容量

該当情報なし

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値及び検出方法

照射食品中の過酸化物の含有量については特別な基準は制定されていない。

② リスク低減方法

(a) 国際的な規制

食品への放射線照射を行っている各国で認可されている食品中には、ラード等の

脂肪酸を多く含む食品は含まれていない 7。

(b) 一般的な対応策

・ 照射線量の制限

フリーラジカルの生成を経て、食品中に起こる化学的変化を最小限度に抑えるた

めには、最低必要線量を照射することが望ましい。最適照射条件が採用されるなら

ば悪影響を与える因子をより少なくすることは可能である 8。

・ 抗酸化剤の添加
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抗酸化剤を脂肪や脂肪含有食品に添加し、酸化による酸敗を防ぐことができる。

このような系における照射において、α-トコフェロール、ブチルヒドロキシアニソ

ール（BHA）、没食子酸プロピル（PG）等の抗酸化剤は、脂肪の自動酸化を抑制す

ることが明らかとなっている。しかし、その効果は試料の種類、抗酸化剤の種類に

よって異なる 8。

ビタミン E や α-トコフェロール、BHA、PG、ノロジヒドロキシグアヤル（NDGA）

を用いた実験では、ビタミン E や PG、α-トコフェロールのような天然の抗酸化剤は

放射線への抵抗性が低く、BHA や NDGA のような合成抗酸化剤は抵抗性が高いと

される 9,10。

・ 酸素不透過性包装の利用

調理したソーセージを用いた実験では、酸素透過性の包装で貯蔵した場合、過酸

化物の生成が加速的に増加したことから、粉砕した肉製品に放射線照射を行う際に

は、酸素不透過性の膜で包装することが推奨されている 1。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、一般消費者の食品への放射線照

射に対する認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は食品への放射線照射につい

て具体的な内容を知らない。

ただし、同アンケートでは、照射食品について「食品中の成分が変化し、未知の健康

影響をもたらす恐れがある」と思うかという設問に対して、69％の回答者が「そう思う」

または「どちらかというとそう思う」と回答しており、この問題に対する潜在的な関心

は高いと考えられる。

（8）不足しているデータ

食品に放射線を照射した時に生じる過酸化物については、食品への放射線照射が導入

された初期に多くの研究が行われた。今後も必要に応じて、最新の科学的知見を反映さ

せるべく、最近の新しい分析技術を用いて、照射による過酸化物の生成量と毒性、保存・

調理過程での変化等についてデータを充実させるとともに、過酸化物の健康影響につい

ての研究動向を注視しておくことが望ましい。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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1.1.2 放射線分解生成物

（1）注目されるようになった経緯

1950 年代からの米軍の研究において、食品への放射線照射によって各種の分解生成物

が生じることが報告され、食品安全上の危害要因になるのではないかという懸念が提起

された1。

（2）科学的特性

食品中には、炭水化物、タンパク質、脂質をはじめとして様々な物質が含まれており、

放射線照射によって、これらの物質が起因となって様々な放射線分解生成物が生じる。

これまでに報告された主要な放射線分解生成物としては次のようなものがある。

なお、WHO の報告書（1994）によれば、「これらの反応生成物は、食品中に天然に存

在していたり、調理など他の処理方法でも生成する。仮に、放射線照射による放射線特

異的分解生成物（Unique Radiolytic Product, URP）が存在するにしても、全反応生成物の

中でごくわずかしか含まれていないということができる」1とされている。

URP の 1 種とされるアルキルシクロブタノンについては、次節を参照されたい。

○ 炭水化物由来の分解生成物

炭水化物は水溶液中で主として OH ラジカルと反応する。これにともない、デンプ

ン、グリコーゲン、セルロース等は切断して断片化し、さらにケトンやアルデヒド、

有機酸を生成し、脱酸素反応も起こす。グルコースだけでも少なくとも 34 種類の放射

線分解生成物が生じる 1。分解生成物の性質と量は水分の含量によって大きく変わる 2。

この中には変異原性を示す物質が知られている（糖の分解生成物の項参照）。

純粋な糖に照射すると著しい分解過程を誘起し、放射線分解産物が生成する。しか

し、1kGy までの線量では、その濃度は無視できるものと考えて良い 3。

また、その程度の放射線量が糖にもたらす物理的及び化学的変化は非常にわずかで

あり、熱処理で観察されるものよりむしろ少ない。実際の食品では、アミノ酸、タン

パク質の保護効果により、糖の放射線分解は抑制される 1。

○ タンパク質由来の分解生成物

WHO の報告書（1994）によれば、「タンパク質は 20 種類以上のアミノ酸から構成

されるため、照射により多数の分解生成物が生じる可能性があるが、実際の食品中で

はタンパク質のアミノ酸は影響を受けにくい状態にあり、放射線による分解は少ない。

さらに、照射の結果生じたフリーラジカルは比較的動きにくく、再結合が起こりやす
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いため 1、実際の影響は低減される。タンパク質中のアミノ酸の放射線による損傷は

極めて少なく、50kGy までの高線量を照射しても、アミノ酸組成はほとんど変化しな

いという多くの証拠が得られている 1」としている。

○ 脂肪由来の分解生成物

食品中の脂質の主要成分であるトリグリセリドは、照射によって励起され、種々の

化学反応を引き起こし、種々の脂肪酸やプロパンジオール、プロパンジオールエステ

ル、アルデヒド、ケトン、ジグリセリド、二価エステル、アルカン、アルケン、メチ

ルエステル、炭化水素、短鎖のトリグリセリド類を生成する 1,3。

○ 牛肉からの揮発性物質

米国陸軍の実験によると、牛肉を 50kGy で照射した結果、65 種類の揮発性物質が分

離された。このうち、2 種類は照射とは無関係であった。残りの 63 種類は、牛肉の脂

質から分離したトリグリセリドの放射線分解生成物とほぼ同様であった。具体的な生

成物は以下の通り 1,2。

アルカン（メタン～ヘプタデカン）、アルケン（エチレン～ヘプタデセン）、アルデヒ

ド（ノナナール、ウンデカナール、ドデカナール等）、有機酸（ヘプタン酸～デカン酸

等）、メチルエステル（メチルラウリン酸、メチルミリスチン酸）、2 価エステル（1,2-

プロパンジオールジミリスチン酸等）、その他（ベンゼン、トルエン、メチルメルカプ

タン、カルボニルスルフィド等）

○ 鶏肉からの揮発性物質

鶏肉（酸素透過性包装）を 3kGy で照射した直後に分離された揮発性物質は、ヘキ

サナール、アセトアルデヒド、ペンタナール、2-プロパノン等であった 4。

○ ラジオトキシン

1970 年代にロシアで行われた実験で、セシウム 137 の γ
ガンマ

線を照射したジャガイモ

のエタノール抽出物をラットに経口投与したところ、生殖細胞への変異原性を示した

との結果が報告され、この結果を説明するために、未確認の原因物質としてラジオト

キシンという名称が与えられた 5,6。

ラジオトキシンを提唱した Kuzin らの研究によると、細胞の構成物質または代謝産

物に放射線のエネルギーが吸収されることによって、十分長寿命であり、十分長い距
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離を移動でき、かつ水溶性であるような生成物が形成され、それらがターゲットに損

傷を与えるとされている。ラジオトキシンは、このような物質の総称である。ラジオ

トキシンは、100℃、15 分間の処理で失活する。その具体的な実態については明らか

にされていないが、セミキノンではないかと指摘されている 7,8。

この問題については、その後追試が行われたが、ラジオトキシンの存在を示すデー

タは得られていない 9。

○ 糖の分解生成物

グルコースなどの糖を高線量で照射すると、グルコソンをはじめとするアルドスロ

ース（aldosulose）、グリオキザール、グリセルアルデヒド、グリオキシル酸などが生

じ、変異原性が現れることが知られている 10。

実際に、日本で行われた実験でも、6～37kGy の範囲で照射されたグルコース水溶液

において、特に 13kGy 以上の照射で変異原性を示すことが確認されている 10。

しかし、WHO の報告書（1994）によれば、「果実や果汁の成分として糖が照射され

ても、純粋な糖溶液が照射された時に生じる変異原性物質は検出できるほど生成しな

いことが、分析化学的な研究で明らかにされている 1」とされている。

変異原性物質の生成は、果実中で抑制されること、照射果実では変異原性を示さな

いこと、動物個体を用いた実験では照射グルコースが変異原性を示さないことが示さ

れており、総合的に考えると照射果実の健全性については問題がないとの結論が得ら

れている。

○ アミノ酸の分解生成物

最も単純なアミノ酸であるグリシンを真空中で照射すると、グリオキシル酸やホル

ムアルデヒドが生成する１。また、アラニンからはアセトアルデヒドも生成する１。こ

れらは、ヒトに対して発がん性がある可能性が指摘されている。

○ 糖とアミノ酸の混合物

糖とアミノ酸の混合物は、100℃前後での加熱で、メイラード反応により、変異原性

物質を生成することが知られている 10。糖とアミノ酸の混合物を照射した研究では、

照射によって変異原性は誘発されないことが示されている 10。

○ その他

この他に照射食品中に生成する物質として、トリクロロエタン、メタノール等のア
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ルコールが知られている 3。

なお、コバルト 60 による γ
ガンマ

線照射と電子線の照射でも分解生成物のパターンは異

なる 11。

（3）毒性評価

① 体内動態

該当情報なし

② 一般毒性

放射線分解生成物には多数の物質が存在するが、そのほとんどは加熱等の調理によ

っても生成する。これらの物質については、多くの毒性試験データが存在する。WHO

の報告書（1994）によれば、「照射食品中で検出される生成物のほとんどは、非照射食

品でも検出される。毒性試験の結果から、通常の食品摂取であれば、放射線分解生成

物は健康に害は及ぼさない 1」とされている。

③ 変異原性・遺伝毒性

放射線分解生成物には多数の物質があり、変異原性をもつものも知られている。前

述の通り、高線量照射されたグルコース水溶液が変異原性を示すが、同じ研究の一環

で行われた糖とアミノ酸の混合物を用いた実験では、照射によって変異原性は誘発さ

れなかった 10。

④ 発がん性

該当情報なし

（4）曝露評価

① 含有実態

米国 FDA による放射線分解生成物の生成量試算（1980 年）によると、「1kGy の吸

収線量での全反応生成物は 30mg/kg（平均分子量を 300 と仮定）で、これ以上の線量

では、生成物の量は線量に比例して直線的に増加する 3」とされている。

② 推定摂取量

該当情報なし
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（5）耐容量

該当情報なし

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値

国際機関及び各国において、放射線を照射した食品中の放射線分解生成物に関する

基準は制定されていない。

② リスク低減方法

(a) 国際的な規制

放射線分解生成物に対する特段の規制措置は講じられていない 4。

(b) 一般的な対応策

WHO の報告書（1994）によれば、「放射線分解生成物の量は、主として吸収線量

の大きさに依存するが、他の要因も生成量や種類に関係する。それらの要因として

は、照射時の温度、粘度、成分組成、雰囲気（ambient atmosphere）などがある。こ

れらの要因の組み合わせによっては、望ましくない最終生成物の生成量を低減させ

ることができる 1」とされている。

③ 国際的な評価

WHO の報告書（1994）によれば、「照射食品中で検出される生成物のほとんどは、

非照射食品でも検出される。毒性試験の結果から、通常の食品摂取であれば、放射線

分解生成物は健康に害を及ぼさない」とされている 1。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、一般消費者の食品への放射線照

射に対する認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は食品への放射線照射につい

て具体的な内容を知らない。

ただし、同アンケートでは、照射食品について「食品中の成分が変化し、未知の健康

影響をもたらす恐れがある」と思うかという設問に対して、69％の回答者が「そう思う」

または「どちらかというとそう思う」と回答しており、この問題に対する潜在的な関心

は高いと考えられる。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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（8）不足しているデータ

放射線照射にともなう分解生成物については、揮発性物質を中心に照射食品の安全性

研究の初期段階に多くの分析が行われている。例えば、糖とアミノ酸の混合物など、発

がん性との関連が指摘される物質についても、放射線による分解生成物は加熱等の調理

加工による分解生成物と同等である 1 ことが確認されている。今後も必要に応じて、最

新の科学的知見を反映させるために、研究動向を注視しておくことが望ましい。
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1.1.3 アルキルシクロブタノン

（1）注目されるようになった経緯

1970 年代に放射線照射によって特異的に生成する放射線特異的分解生成物（Unique

Radiolytic Product, URP）として 2-アルキルシクロブタノン（以下 2-ACB）の存在が確認

された 1。その後、1990 年代後半にドイツ国立栄養生理学研究所の研究グループがコメ

ットアッセイ（個々の細胞における DNA 損傷を検出する試験法）を用いて、本物質が

遺伝毒性を有する可能性を示唆した 2。

（2）科学的特性

2-ACB は、食品中の脂質であるトリグリセリドの分解によって生成し、前駆体となる

脂肪酸の種類によって、2-ドデシルシクロブタノン、2-テトラデシルシクロブタノンな

ど、各種の 2-ACB となる（表 4-1 参照）。アルキルシクロブタノンの構造と生成経路は

図 4-1 の通りである 3。

表 4-1 食品中の脂肪酸から生成する 2-ACB の例

前駆体（脂肪酸） 名称 Ｒ 略称

パルミチン酸（C16:0） 2-Dodecylcyclobutanone
（2-ドデシルシクロブタノン）

(CH2)11CH3 2-DCB

パルミトレイン酸（C16:1） 2-Dodec-5’-enylcyclobutanone
（2-ドデセニルシクロブタノン）

(CH2)4CH=CH(CH2)5CH3 2-DeCB

ステアリン酸（C18:0） 2-Tetradecylcyclobutanone
（2-テトラデシルシクロブタノン）

(CH2)13CH3 2-TCB

オレイン酸（C18:1） 2-Tetradec-5’-enylcyclobutanone
（2-テトラデセニルシクロブタノン）

(CH2)4CH=CH(CH2)7CH3 2-TeCB

リノール酸（C18:2） 2-Tetradecadienylcyclobutanone
（2-テトラデカジエニルシクロブタノン）

(CH2)4CH=CHCH2CH=CH(CH2)4CH3

このほか、ミリスチン酸からは 2-decylcylobutanone（2-decyl-CB）が生成する。

（出典：文献 4 をもとに一部情報を追加）
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図 4-1 アルキルシクロブタノンの構造と生成経路

（出典：文献 3 より和訳）

放射線照射が行われている食品のうち、主要な脂質の一種であるトリグリセリドの含

有量の多い食品ほど 2-ACB 生成との関連性が強くなる。

（3）毒性評価

2-ACB の毒性については、遺伝毒性・発がん性との関連性を中心に 1990 年代後半か

ら多くの報告が出されている。これまでの研究結果の概要は以下の通り。

① 体内動態

○ ラットへの給餌試験

飲料水（1％エタノール）中に 2-ACB（2-TCB, 2-TeCB）を添加してラットに 4 ヶ月

給餌した（ラット一頭当たり約 1mg/日）。その結果、2-ACB は腸管バリアを通過して、

脂肪組織から検出された。その濃度は、2-TCB が 0.31μg/g 脂肪、2-TeCB が 0.07μg/g

脂肪であった。ラットの脂肪組織の重量を 30ｇと仮定すると、脂肪組織への蓄積量は

それぞれ 9μg、2μg で、ラットの摂取量の 10 万分の 1 程度であった。糞中に排泄さ

れたのは、摂取した 2-ACB の 1％未満であった。このことから、これらの化合物は動

物体内で代謝されるとともに、糞中にも排泄されることが明らかになった 5。
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② 一般毒性

◆急性毒性

2-ACB の急性毒性に関する研究例はない。

◆亜急性毒性、慢性毒性

亜急性毒性試験（28 日間、90 日間）又は慢性毒性試験（12 ヶ月以上）に関する研究

例はない。ただし、WHO による 1970 年代に行われた米国陸軍の実験データの再解釈に

ついては、後述のリスク評価の項目を参照のこと。

◆その他の細胞毒性試験

・サルモネラ菌 TA97 株に対して、2-decyl-CB、2-DCB 及び 2-TCB の影響を調べたと

ころ、2-decyl-CB、2-DCB といった短鎖長の 2-ACB に細胞毒性（増殖率の減少）が

認められた 6。

・ヒト結腸がん細胞（HT29 stem cells, HT29 clone19A）を 2-TCB に曝露させたところ、

37℃、30 分では細胞毒性（テトラゾリウム塩を用いた生細胞のミトコンドリア酵素

活性測定法）が見られなかったが、1～2 日間の曝露では、細胞毒性が観察された 7。

・ヒト結腸正常細胞、前がん状態の細胞（LT97 adenoma cells）、及びヒト結腸がん細

胞（HT29 clone19A）の 2-DCB に対する感受性を調べたところ、正常細胞及び前が

ん状態の細胞においては、細胞毒性（トリパンブルー色素排除試験による細胞の生

死判定法）が用量依存的に示された。一方、がん細胞においては、細胞毒性は観察

されなかった 8。

③ 変異原性・遺伝毒性

○ 微生物を用いた試験

・サルモネラ菌を用いた復帰突然変異試験（Ames 試験）では、変異原性は認められ

なかった 3,6,9。

・その他、大腸菌、酵母等を用いた試験でも変異原性は認められなかった 10,11。

○ 哺乳類培養細胞を用いた遺伝毒性試験

・ヒト結腸正常細胞、前がん状態の細胞（LT97 adenoma cells）、及びヒト結腸がん細

胞（HT29 clone19A）の 2-DCB に対する感受性を調べたところ、正常細胞及び前が

ん状態の細胞においては、DNA 鎖切断が用量依存的に示された。一方、がん細胞に

おいては、DNA 鎖切断は観察されなかった 8。
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・ヒト結腸がん細胞（HT29 stem cells, HT29 clone19A）を用いた in vitro コメットアッ

セイにおいて、2-ACB 類は DNA 損傷の増加を引き起こさなかった 3。

・ヒト HeLa 細胞及びヒト結腸がん細胞(HT29 stem cells)に対する 2-TCB、2-TeCB、

2-DCB、2-decyl-CB の影響を調べたところ、2-TCB 及び 2-TeCB については、細胞傷

害が見られる高濃度でしか酸化的 DNA 傷害を引き起こさなかったが、2-DCB、

2-decyl-CB については、細胞傷害が見られるより低い濃度で、酸化的 DNA 傷害を

引き起こした 3。

・ヒト HeLa 細胞及びヒト結腸がん細胞（HT29 stem cells）に対する 2-TCB、2-DCB、

2-decyl-CB の影響を調べたところ、細胞傷害が見られるより低い濃度で、2-TCB は

DNA 鎖切断を引き起こし、2-DCB 及び 2-decyl-CB は、酸化的 DNA 傷害を増加させ

た 6。

・2-DCB の染色体異常誘発性に関して、ヒトのリンパ芽球細胞（TK6 lymphoblasts）

を用いて、サイトカラシン B で細胞分裂を阻害した状態での小核形成を調べたとこ

ろ、最高濃度（53μM）で小核の有意な増加が見られた 12。

○ラットを用いた in vivo 試験

・2-DCB を 2 段階の濃度（1.12mg/kg/bw、14.9mg/kg/bw）でラットに経管投与し、16

時間後に結腸細胞を採取してコメットアッセイにより、DNA 損傷を観察した。その

結果、低用量投与群 6 頭のうち 2 頭、高用量投与群 6 頭のすべてで陰性対照群に比

べて DNA 損傷の頻度と損傷量の増加が認められた 13。

④ 発がん性

○ラットを用いた発がんプロモーション作用に関する試験

・ラットを用い、発がん物質である azoxymethane （AOM）単体、AOM+2-TCB、

AOM+2-TeCB の 3 投与群において、結腸における腫瘍発生を観察したところ、

AOM+2-TeCB を投与した群において、AOM 単体を投与した群と比較して、投与 6

ヵ月後に前がん状態の傷害の促進が認められた（投与 3 ヵ月には有意差なし）。また、

投与 6 ヵ月後に腫瘍が発生した個体数に有意な差は見られなかったものの、

AOM+2-TCB を投与した群、AOM+2-TeCB を投与した群において、AOM 単体を投

与した群と比較して、個体あたりの腫瘍の数やサイズの増加が見られた。これらの

結果より、2-ACB は発がんプロモーション作用を有していると示唆されている 14。
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（4）曝露評価

① 含有実態

WHO の声明（2003）によれば、「2-DCB の照射食品中の生成量は極めて少なく、食

品中での安定性も考慮すると、食品から摂取される 2-DCB の量は生の食品中の分析値

よりも低い可能性がある 15」とされている。この理由として、「一般的に、低用量から

中程度の照射による 2-DCB の食品中の生成量はわずかなレベルであり、室温で保存し

た鶏肉中では安定であっても、熱、光、酸素にさらされるとある程度の分解が起こる

こと」が指摘されている 15。

これまでに、肉類（牛肉・鶏肉）、卵・乳製品、魚介類（サーモン）、アボガド、ヘ

ーゼルナッツ、カカオ豆等で、2-ACB が検出されたとの報告がある 3。

なお、鶏肉を用いた実験によれば、2-DCB の生成量と照射線量（10kGy 以下）との

間には直線性が見られる 16 (図 2)。

図 4-2 鶏肉に放射線を照射した時のアルキルシクロブタノン生成量

（出典：文献 16 による）

また、スパイスの中にはゴマの種子、マスタードの種子、ナツメグ等、比較的脂

肪含有量の高いものがあるが、これらについて、高線量照射を行った際の詳細な

2-ACB 生成量に関する研究はない。
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② 推定摂取量

・ 鶏肉を例とした試算例

殺菌線量（3kGy）における 2-ACB の生成量は、鶏肉の脂質含量を 10％とすると、

0.4μg/g 鶏肉（調理後）と算定され、成人（70Kg）が 200g の鶏肉を一度に摂取する

と仮定すると、摂取量は 80μg（体重 1kg 当たり約 1μg）となる 13。

なお、スパイスからの推定摂取量に関する研究例はない。

（5）耐容量

2-ACB に関する耐容摂取量、急性参照値は設定されていない。

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値及び検出方法

(a) 基準値

2-ACB についてはこれまでに基準値は設定されていない。

(b) 検出方法

EU の照射食品の標準分析法（EN1785）、Codex の標準分析法（EN1785 を採用）

として、食品中の脂質を抽出し、カラムで精製した後、ガスクロマトグラフ質量分

析（GC/MS）（ガスクロ／マススペクトル）で分離検出する方法が定められている

ほか、MS 以外には、TLC、ELISA による検出方法も報告されている 17。

② リスク低減方法

現在、国際的あるいは各国における規制はとられていない。

③ リスク評価の状況

○ WHO

WHO の声明（2003）によれば、「2-DCB 及び他のシクロブタノン類の影響は、あっ

たとしても極めてわずかか無視できる」とされている 15。これらの根拠となるデータ

は次の通り。

◆1970 年代の米国陸軍の実験データの再解釈

米国陸軍で 1970 年代に-30℃で保存した鶏肉に高線量照射（59kGy）を行い、長

期毒性試験を実施した。この実験条件によれば、鶏肉中には約 1.5μg/g 鶏肉の

2-DCB が生成していたと推定されるが、この鶏肉をイヌ等に長期投与したり、細
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菌や哺乳類培養細胞を用いた遺伝毒性試験を行っても影響が見られなかったこと

から、2-DCB 及び他のシクロブタノン類による影響は、あったとしても極めてわ

ずかか無視できる。

◆その他、最近の実験データの評価

・実験に使用された 2-DCB が分解している可能性を否定できず、原因物質が特定で

きない。

・コメットアッセイは、偽陽性の結果が得られやすく、国レベルの規制機関によっ

て正式な遺伝毒性試験方法としては採用されていない。

◆体内動態

・ラットへの給餌試験 5（上述）によれば、2-ACB は脂肪組織に蓄積せず、速やか

に代謝される。

○ EC

EC の食品科学委員会の声明（2002）によれば、「これまでに 2-ACB の悪影響を示す

とされたデータのほぼすべてが in vitro 試験であり、これらの結果にもとづいて、脂質

を含む照射食品中の 2-ACB 類をヒトが摂取した際の健康リスクを評価することは適

当でない（not appropriate）。2-ACB の遺伝毒性は標準的な遺伝毒性試験法によって確

認されたものではなく、各種 2-ACB 類に対する NOAEL を定めるための適切な動物給

餌実験データも存在しない 18」とされている。

○ 米国 FDA

FDA の貝類への照射許可に関する官報（2005）によれば、「2-ACB が大腸がんを引

き起こす可能性があるとの論文 14があるが、この論文の著者も述べているように、実

験で用いたラットの 2-ACB の曝露量（mg/kg 体重）は、予想されるヒトの曝露量（μ

g/kg 体重）より 3 桁も大きい。実験動物モデルや実験計画の限界、データの曖昧性、

実験で用いられた化学物質の曝露とヒトの曝露との間に密接な関係が存在しないこと

を考慮すると、大腸がんを引き起こすと考えるだけの科学的な確実性と信頼性をもっ

た情報ではない」とされている 19。

○ IARC（国際がん研究機関）

2-ACB の発がん性については国際がん研究機関（IARC）の評価書は出されていな

い。
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（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、一般消費者の食品への放射線照

射に対する認知度は現状では高くない。

ただし、同アンケートでは、照射食品について「食品中の成分が変化し、未知の健康

影響をもたらす恐れがある」と思うかという設問に対して、69％の回答者が「そう思う」

または「どちらかというとそう思う」と回答しており、この問題に対する潜在的な関心

は高いと考えられる。

（8）不足しているデータ

各照射食品中のアルキルシクロブタノンの生成量及びその推定暴露量については、さ

らにデータの蓄積が望まれる。また、アルキルシクロブタノンの毒性（特に、遺伝毒性、

発がんプロモーション作用）についても、今後の研究の動向を注視し、データを充実さ

せていく必要がある。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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17 Ndiaye B. et al., 2-Alkylcylclobutanones as markers for irradiated foodstuffs III. Improvement of

the field of application on the EN 1785 method by using silver ion chromatography Journal of
Chromatography A, 858, p.109-115, (1999)

18EC: Statement of the Scientific Committee on Food on a Report on 2-alkylcyclobutanone
http://europa.eu.int/comm/food/fs/sc/scf/index_en.html (2002)

19 U.S.Federal Register vol.70,157 Aug.16.(2005)

（注）アルキルシクロブタノンの毒性に関する文献は、論文として発表された情報もしく
は WHO の報告書等に引用されている論文に準じた学術的情報に限定した。
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1.2 微生物の増殖

1.2.1 マイコトキシン産生菌（主にアフラトキシン産生菌）

アフラトキシン等のマイコトキシンの産生に関しては、放射線照射によりマイコトキシ

ンの産生能が増加するかがリスク評価のポイントであるが、産生能の増加については実証

的なデータが乏しい。そこで、毒性評価、曝露評価、耐容量、基準値及び検出方法の項目

では、リスク評価を行う際の基礎情報として、アフラトキシンに関する一般的な情報を記

載した。

（1）注目されるようになった経緯

1960 年にアフラトキシンが発見され（七面鳥 X 病事件）、その後インドなどで食中毒

が報告される中で、1970 年代から 80 年代にかけて、食品の放射線照射処理により、ア

フラトキシン生産カビにおけるアフラトキシン産生能が増加するという研究結果が報告

された1。その他、オクラトキシン生産カビにおけるオクラトキシンの増加等も報告され

ている2。

食品照射によるアフラトキシン産生能への影響をみた研究報告はあるものの 1、実際

の照射食品においてアフラトキシンの中毒例は報告されていない。香辛料などからアフ

ラトキシンが検出されることがあるが、照射香辛料から実際に検出されたかは不明であ

る。

（2）科学的特性

① 微生物及び関連する食品に関する知見

アスペルギルス（Aspergillus）属、ペニシリウム（Penicillium）属、フザリウム

（Fusarium）属の特定菌株が主にマイコトキシン（カビ毒）を産生する。特に、アフ

ラトキシン産生能が照射により増加するという懸念が注目されてきた 1。アフラトキ

シンは化学構造の異なる 16 種類が知られており、AFB1、AFB2、AFG1、AFG2の 4 種

類と代謝物である AFM1及び AFM2の 6 種類が代表的なものである 3,4,5,6。

黄色コウジ菌（Aspergillus flavus）や Aspergillus parasiticus などのアフラトキシン生

産菌によるアフラトキシンの産生は、基質となる食品や飼料の成分組成や水分、温度

等諸条件の組み合わせに左右される。アフラトキシン生産菌は熱帯から亜熱帯地域に

かけて生息しており、炭水化物に富む米、トウモロコシ等の他、落花生、ピスタチオ

ナッツ、一部香辛料等を基質として生育する3,4,5。

② 照射による対象微生物の増殖・毒素生産に関する知見
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・ 微生物及び毒素の放射線抵抗性

アフラトキシン産生菌である A.flavus の放射線抵抗性は高くなく、懸濁液中の D10

値aは 300Gy であり、乾燥条件では高くなるものの、600Gy 程度である。一方、毒素

であるアフラトキシンは、食品中において放射線に対してきわめて安定であり、分

解のためには 500kGy 以上の線量が必要となる。なお、アフラトキシンの放射線感

受性は種類によって異なり、G1>B1>G2>B2 の順に分解されやすい6。

・ 放射線照射による毒素産生能の増加

放射線照射処理により、アフラトキシンの産生能が増加する要因として、照射に

よる産生菌の生育環境の変化、突然変異株の生成などが挙げられる。

放射線照射により、食品中脂肪分の組成が変化し、産生菌の生育が促進されるこ

とによってアフラトキシン産生量が増大する7。また、競合菌の減少により、産生菌

が増加する。適正な線量の照射により産生菌は殺菌されることから、主に処理後の

再汚染がこれらのリスク要因となる 6。

放射線照射を繰り返すことにより、突然変異株が生じ、アフラトキシン産生量は

増大する8。また、放射線による刺激効果によるアフラトキシン産生量の増大が指摘

されている9。なお、産生能が増大する菌の生成確率は低く、多くの菌の産生能は減

少し、増大した株も継代培養で元に戻る 9。

他にも、水分含量の多い条件で、希釈または照射により菌数を減少させて接種す

ると、アフラトキシン産生量が増大するという報告がある。10,11

なお、照射によるマイコトキシン産生能の増加に関する報告は近年見受けられず、

主に減少するという報告が多い12,13。

（3）毒性評価

① 体内動態 4

AFB1は体内で代謝され AFM1、AFP1、AFQ1、AFL に変換される。肝臓ではチトク

ロム P450 により AFB1-8,9-epoxide が生成する。

AFB1 の代謝物である AFM1 は乳中に移行する。経口摂取量の 0.9%が乳中に、20％

が尿中に移行する。

② 一般毒性 4

a 90％の細胞がコロニー形成能力を喪失するのに必要な線量。照射条件によって値が異なるが、WHO の報告書をはじ
め、微生物の放射線抵抗性を示す際に、一般的に用いられる。
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肝臓に対して急性毒性を示す（LD50：0.3mg/kg［AFB1、経口、ウサギ］）。ラットで

は、300μg/kg（4 週間）で細胞性免疫の低下が認められた。

③ 変異原性・遺伝毒性 4

サルモネラ菌を用いた Ames 試験で AFB1(25-200ng)に変異原性が認められた。

④ 発がん性 4

アフラトキシンは天然の発がん物質であり、JECFA(1998)において、AFB1 は強い発

がん性を有するとされている。

IARC による発がん分類（実験動物）

十分な証拠（sufficient evidence）：アフラトキシンの混合物、AFB1、AFG1

限定的な証拠（limited evidence）：AFB2

不十分な証拠（inadequate evidence）：AFG2

IARC による発がん分類（ヒト）

Group1(ヒトに対して発がん性を示す)：アフラトキシンの混合物

（4）曝露評価

① 含有実態

未照射の食品を対象とした厚生労働科学研究によれば、アフラトキシンは、ピーナ

ッツ、ピーナッツバター、チョコレート、ピスタチオ、ハトムギ、アーモンド、ソバ

粉、香辛料、ココア、コーングリッツの一部から 3μg/kg 未満の濃度で検出されてい

る 4。

しかし、実際の照射食品について、アフラトキシンの含有実態を調べたデータはな

い。

② 推定摂取量

未照射の食品を対象にモンテカルロ法を用いた推定によれば、我が国におけるアフ

ラトキシンの推定摂取量の 99.9 パーセンタイル値は、2.06ng/kg/day と試算されている

3,4,5。

しかし、実際の照射食品によるアフラトキシンの推定摂取量に関するデータはない。

（5）耐容量

① 耐容摂取量
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耐容摂取量は設定されていない 4。

② 急性参照値

急性参照値は設定されていない 4。

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値及び検出方法

(a) 基準値

Codex の照射食品に関する一般規格において、照射食品の衛生に関する取り扱い

が記載されている。適正製造規範(Good Manufacturing Practice: GMP)、HACCP、生

鮮食品の輸送取り扱い規則の遵守が示されている中、「微生物学的安全性に関しては

各国の規格基準に従うべき」と示されている 14。なお、国際的なアフラトキシンに

関する基準値は Codexaにおいて総アフラトキシン（B1＋B2＋G1＋G2）等に関する

規制が加工用落花生等に設定されており、EUb、米国 cをはじめ 70 カ国以上におい

て基準値が設定されている 15,16,17。我が国では、食品衛生法により、アフラトキシ

ン B1 は食品中に検出されてはならない（10μg/kg 以上が陽性）とされている 3,4。

(b) 検出方法

アフラトキシンの分析法に関しては、クロロホルム、メタノールまたはアセトニ

トリルに少量の水を加えた溶媒で抽出し、液液分配またはシリカゲル等で精製した

後に HPLC, LC/MS 及び薄層クロマトグラフィーで解析を行う 3,4,5。

② 汚染防止・リスク低減方法

○ 国際的な規制

放射線照射された食品中のアフラトキシンに特化した規制は国際的に制定されてい

ない。

○ 一般的な対応策

アフラトキシンを放射線で分解することは難しく、特に乾燥状態や食品中では非常

に高線量を要するが、アフラトキシンを産生する糸状菌は比較的放射線感受性が高く、

8kGy 程度の照射で完全殺菌できる 6。

食品によっては、照射により、アフラトキシン産生菌の生育環境が向上する可能性

があるため、処理後の再汚染防止を徹底する必要がある。また、繰り返し照射による

突然変異株の生成を防止するためにも、適正な管理が要求される 6。

a
加工用落花生 15μg/kg(AFB1+ B2+ G1+ G2) 乳 0.5μg/kg(AFM1)

b
加工用落花生 15.0μg/kg(AFB1+ B2+ G1+ G2) 8.0μg/kg(AFB1) 等

c
全食品 20μg/kg (AFB1+ B2+ G1+ G2)
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③ 国際的な評価

○ WHO

WHO の報告書（1994）は、「照射後のアフラトキシン生産能増大の可能性を示す実

験は、実用的見地からは考えられない実験条件で行われている」としている。「従って、

科学的知見に基づく総合的な評価として、GMP に基づく適正な条件で貯蔵した照射食

品においてアフラトキシンの増加という危険性は存在しない」と結論している 1。

○ EC

EC の食品科学委員会の見解（2003）によれば、WHO の見解同様、「マイコトキシ

ンが増加する危険性はほとんどない」としている 18。

○ 米国

「食品製造･加工･出荷における放射線照射」において、使用できる線源や装置、食

品の種類と線量、表示義務などを規定している。この中において、アフラトキシン産

生に関する特別なリスク管理等に関しては基準が定められていない 19。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート d によれば、食品への放射線照射に対する一

般消費者の認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は具体的な内容を知らない。

ただし、同アンケートでは、照射食品について「食品中の成分が変化し、未知の健康

影響をもたらす恐れがある」と思うかという設問に対して、69％の回答者が「そう思う」

または「どちらかというとそう思う」と回答していることから、アフラトキシンを始め

とするマイコトキシンの安全性も類似の問題として潜在的な関心は高いと考えられる。

（8）不足しているデータ

放射線照射によりアフラトキシン産生菌のアフラトキシン産生能が増加するという懸

念は、1980 年代の研究をもとに WHO の報告書（1994）や EC の食品科学委員会の見解

（2003）1,18で否定されており、特段の追加データは必要ないと考えられる。

d
報告書 3 章 3.2 参照
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1.2.2 放射線抵抗微生物（ボツリヌス菌など病原性微生物）

毒性評価、曝露評価、耐容量、基準値及び検出方法の項目では、リスク評価を行う際の

基礎情報として、ボツリヌス毒素に関する一般的な情報を掲載した。

（1）注目されるようになった経緯

放射線照射によって微生物の突然変異が引き起こされ、放射線抵抗性微生物が発生す

るのではという指摘がある１。

ボツリヌス菌（Clostridium botulinum）やセレウス菌（Bacillus cereus）は、食中毒の事

例が国内外で多数報告されており、その芽胞は放射線抵抗性が高いことが知られている

１。そのため、照射後残存した芽胞が発芽、増殖及び毒素産生を行い、中毒を引き起こ

す危険性が示唆されてきた。特にボツリヌス菌に関しては過去に多数の研究がなされて

いる 2。特に魚介類に照射を行うと、体内にグリコーゲンが生成してボツリヌス菌の毒

素産生が増加したり、酸素非透過性の袋に保存した試料では、嫌気性菌であるボツリヌ

ス菌が増殖しやすくなる可能性が指摘されている 3。

国内外においてボツリヌス菌等による食中毒は今までに多数報告されている。照射食

品に関しては、魚介類でボツリヌス菌感染のリスクが高いとされている。魚介類の照射

は多くの国で禁止されており、照射食品に由来する中毒事例は今まで報告されていない。

（2）科学的特性

・ 突然変異による放射線抵抗性微生物の発生

微生物に放射線を繰り返し照射すると、放射線抵抗性を示すことがある 4 が、継

代培養することで、放射線抵抗性は元へ戻る。放射線誘発の突然変異は、通常の照

射条件下では発生率が低く、紫外線や薬剤と同程度である 5。

・ 放射線抵抗性

水懸濁液中のボツリヌス菌の D10 値は 2kGy 弱であるのに対し、鶏肉中において

は C 型、E 型菌芽胞は 10kGy の照射でも完全に死滅させることができなかった 6。

・ 照射による病原性微生物及び毒素の増加

放射線照射によるボツリヌス菌への影響を見た研究は鶏肉や魚介類において複数

報告されている。

ボツリヌス菌を接種した鳥の皮は、照射（3kGy）の有無にかかわらず、10℃で保

存した場合は毒素を産生しないが、30℃で保存した場合は毒素を産生する。このと

き、照射した鶏肉での毒素生産が遅くなる。なお、腐敗臭が発生する以前に毒素が

産生されることはない 7。
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1960 年代に米国で行われた研究によると、魚介類では照射が原因で魚体内のグル

コース等の糖成分の残存量の増加が引き起こされ、非照射試料より短時間でボツリ

ヌス菌が照射魚体内に毒素を産生する 3。

一方、1970 年代のドイツ連邦栄養学研究所での研究では、照射の有無によって差

は無いものの、5℃以上の保存温度において毒素の産生が報告されている 8。

（3）毒性評価

① 体内動態

該当情報なし

② 一般毒性

ボツリヌス毒素は熱に不安定な神経毒である。神経伝達物質であるアセチルコリン

の分泌を抑制し、弛緩性麻痺を起こす。なお、知覚神経には作用しないため、中毒に

なった状態においても意識はある。

③ 変異原性・遺伝毒性

該当情報なし

④ 発がん性

該当情報なし

（4）曝露評価

① 含有実態

抗原性の違いにより A～G 型に分類されている。人に病原性を示すのは A、B、E

及び F 型であり、毒素産生菌はタンパク分解菌とタンパク非分解菌に分類される 9。

魚類によるボツリヌス食中毒は E 型が原因になるなど、食材によって食中毒の原因と

なる毒素が異なる 3。また、菌が土壌由来であるため、その分布に地域性があり、食

中毒原因菌の毒素型と一致することが多い 10。

② 推定摂取量

該当情報なし

（5）耐容量
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該当情報なし

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値及び検出方法

(a) 基準値

Codex の照射食品に関する一般規格において、照射食品の衛生に関する取り扱い

が記載されている。GMP、HACCP、生鮮食品の輸送取り扱い規則の遵守が示されて

いるが、「微生物学的安全性に関しては各国の規格基準に従うべき」と示されている

11。

(b) 検出方法

ボツリヌス菌毒素の分析法に関しては、食品や糞便から各種培地に分離した後、

嫌気培養し、毒素検出はマウスでの毒性試験または PCR 法による毒素遺伝子の検出

を行う 9。

② 汚染防止・リスク低減方法

(a) 国際的な規制

放射線照射された食品中のボツリヌス菌に特化した規制は制定されていない。

(b) 一般的な対応策

保存方法によっては、ボツリヌス菌の毒素生産能に差が生じることがあることか

ら、適切な温度（魚介類で 3℃以下等）での保存や、場合によっては加熱処理等を

組み合わせる必要がある 2,3。また、ボツリヌス菌は嫌気性であることから、増殖を

抑えるために酸素透過性の食品包装が必要になるとの指摘もなされている 3。

③ 国際的な評価

○ WHO

ボツリヌス菌などの放射線抵抗微生物が照射環境で特異的に増加するという懸念は、

現在 WHO の報告書（1994）で否定されている 2。ただし、保存方法の違いにより毒素

産生能に差が生じる可能性があることから、適切な保存方法（魚において 3℃以下で

保存等）の遵守を推奨している 2。

○ EC

EC の食品科学委員会の見解（2003）によれば、「微生物毒素は微生物類より放射線

に抵抗性であり、微生物毒素の被害を防ぐには照射前の良好な製造工程と照射後の良
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好な貯蔵管理が必要である」とされている 12。

○ 米国

「食品製造･加工･出荷における放射線照射」において、使用できる線源や装置、食

品の種類と線量、表示義務などを規定している。この中では照射食品のボツリヌス毒

素産生に関する特別なリスク管理等に関する基準は定められていない 13。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、食品への放射線照射に対する一

般消費者の認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は具体的な内容を知らない。

ただし、同アンケートでは、照射食品について「食品中の成分が変化し、未知の健康

影響をもたらす恐れがある」と思うかという設問に対して、69％の回答者が「そう思う」

または「どちらかというとそう思う」と回答していることから、ボツリヌス菌を始めと

する微生物とその安全性も類似の問題として潜在的な関心は高いと考えられる。

（8）不足しているデータ

放射線抵抗微生物が放射線照射食品において特異的に増加するという懸念は、上述の

通り、WHO の報告書（1994）2で否定されている。また、ボツリヌス菌などの特異的増

殖についても、同報告書において、照射特有の危害を起こさせることはないとされてい

る。したがって、特段の追加データは必要ないと考えられる。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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1.3 誘導放射能の生成

（1）注目されるようになった経緯

食品中にはもともと自然の放射性元素（ラドン等）が存在する。第二次世界大戦終了

後、各国で食品への放射線照射の実用化の研究が進められる中で、食品への放射線照射

によってさらに放射能を誘起する（誘導放射能）ことは極力避けるべきとの観点から、

各国で照射食品の健全性についての研究が行われた 1。1960 年代にこれらの研究を踏ま

え、JECFI は安全を見越して、電子線発生装置からのエネルギーは最高 10MeV、X 線は

5MeV 以下とする勧告を出した 2。

（2）科学的特性

① 関連する食品

ジャガイモ、タマネギ、ニンニク、イチゴ、マンゴー、香辛料（スパイス、ハーブ）、

肉類（家禽肉、豚肉等）、魚介類（エビ、カエル脚等）、乾燥野菜等すべての食品。特

に、高エネルギーの放射線を照射するものほど誘導放射能との関連性が強くなる。

② 誘導放射能の発生に関する知見

食品照射で使われる放射線は一般的には10MeV以下の電子線とコバルト60の γ
ガンマ

線

であり、このレベルの放射線では主として（γ、n）反応 aが問題になる。このほか、（γ、

γ’）反応 b、（γ、p）反応 cについて誘導放射能が生じる可能性がある 3。

その他にも、照射施設では、照射装置本体、周辺設備等が放射化することがあり、

このとき二次的に中性子が発生し、（n、γ）反応 d により γ
ガンマ

線が発生する可能性があ

ることから、IAEA では照射場には中性子を発生する物質をできるだけ置かないよう

に勧告している 4。

a
物質にγ線が照射された場合に、原子核が中性子結合エネルギー以上に励起されて中性子が放出される反応で、
光核反応とも呼ばれる。中性子が 1 つ減った核種が放射性であれば、放射化が引き起こされる。

b
γ線によって励起された原子核が再び元の基底状態に戻るときにγ線を放出する反応。

c
γ線を照射された原子核から陽子（proton）が放出される反応。

d
中性子を照射された原子核からγ線が放出される反応。



338

・ （γ、n）反応

閾値が 5～10MeV の間にあり、反応生成物が放射性核種のものは 110 種類あるが、

反応断面積から考えて、これらの反応により食品中の放射能が直接測定できる可能

性はない。 γ
ガンマ

線のエネルギーが 5MeV 以下の場合、（γ、n）反応により直接放射化

される核種はない 3,5。

・ （γ、γ’）反応

モデル試料としてカドミウム箔、スズ箔を用いて照射実験を行ったところ、コバ

ルト 60 の γ
ガンマ

線によって、ストロンチウム 87、カドミウム 113、インジウム 113、

インジウム 115 などをターゲットとする反応により放射化が認められた。しかし、

食品として考えた時は、これらの元素が食品中に含まれる量は極微量であり、黒コ

ショウを試料としてコバルト 60 の γ
ガンマ

線で照射後、スペクトロメータにより測定を

試みたが検出できなかった 3。

・ （γ、p）反応

γ
ガンマ

線のエネルギーが 10MeV 以下の場合、（γ、p）反応で直接放射化される核種は

ない 3。

（3）毒性評価

該当情報なし

（4）曝露評価

WHO の報告書（1994）によれば、「多くの食品について照射後 24 時間以内の誘導放

射能を理論的な半経験式を用いて計算した研究では、誘導放射能を検出するのは困難と

評価された 2」とされている。

米国陸軍の Natick 研究所の実験及び当該データを再整理した結果によると、コバルト

60 を 50kGy 照射した牛肉、ベーコンから、バックグラウンドの 2.4 倍、3 倍の誘導放射

能が検出された。また、核種は不明であるが、牛肉でも 4.5kBq、ベーコン 2.3kBq、2.7kBq

などの誘導放射能が観測された。さらに、10kGy 以上 20kGy 以下の照射でも、カドミウ

ムなどで（γ、γ’）反応が観測された。また、コバルト 60 の γ
ガンマ

線を 25kGy 照射した食品

において、放射能がバックグランド以上の値を示し、体内被曝量が増加することが報告

されている 6。
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食品中の 94 核種全体に対する光核反応の閾値は 10.5MeV であり、10MeV の電子線で

32kGy 照射した直後の食品の誘導放射能は 10-3Bq となる。10MeV の電子線照射により生

成した放射性核種の体内での実効半減期は約 10 日となる 7。

（5）耐容量

該当情報なし

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値

放射線照射された食品中の誘導放射能に対する基準は制定されていない。

② リスク低減方法

(a) 国際的な規制

IAEA、Codex の勧告（2002）においては、「食品中の誘導放射能は有意ではない」

とされているが、「作業者の被曝等の側面も含めて、照射施設は GMP に従うべき」

とされている 4。

(b) 一般的な対応策

照射後、一定時間の経過により誘導放射能は低減される。したがって、照射後、

摂取までに一定の時間を確保することにより、誘導放射能による影響を低減するこ

とができる。

③ 国際的な評価

○ WHO

WHO の報告書（1994）によれば、「各国で食品照射に認められているエネルギー限

界（電子線で 10MeV、X 線で 5MeV、コバルト 60 で 1.33MeV）では、誘導放射能が

測定可能なレベルには達しない」とされている 2。

○ IAEA

IAEA の報告書（2002）によれば、「平均線量 60kGy までのコバルト 60 の γ
ガンマ

線で照

射された食品の消費によって生じる被曝量は有意ではなく、ゼロと表現するのが最も

適切であるとされている。具体的には、照射直後の食品を 50kg/年間消費した時の被

曝量の増加は、10-8mSv/年、すなわち自然のバックグラウンドレベルである 3mSv/年

の 3 億分の 1 未満である 4」とされている。
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（7）消費者の関心・認識

2007 年に行われた食品への放射線照射に関するアンケート eによれば、一般消費者の

食品への放射線照射に対する認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は食品への

放射線照射について具体的な内容を知らない。

（8）不足しているデータ

上述の通り、これまでの WHO の報告書（1994）2や IAEA の報告書（2002）4での検

討により、食品への放射線照射によって生じる誘導放射能は、有意なレベルに達しない

とされている。国内の研究でも、ストロンチウムなどの一部の核種についてはガンマ線

照射による放射化が測定されるが、食品中に含まれるとしてもその含有量は微量である

ため、安全上問題にならないことが確認されている。従って、通常の組成の食品であれ

ば、特段の追加データは必要ないと考えられる。

e
報告書 3 章 3.2 参照
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2. 照射食品の栄養適性、加工適性、保存性に係るリスク

2.1 食品成分の変性

2.1.1 栄養価等の損失

（1）注目されるようになった経緯

1950 年代から 60 年代にかけて米国陸軍で過剰照射された食品を餌として用いて行わ

れた動物実験において、ビタミン不足による不妊等が観察されたことにより、食品照射

により、ビタミン等の生理活性物質が分解されることが明らかになった 1。

（2）科学的特性

① 損失が懸念される栄養素

WHO の報告書（1994）によれば、「加熱、乾燥、くん煙、缶詰、冷凍などのその他

の方法と同様に、水分含量、主要栄養素（タンパク質、炭水化物、脂質）、必須ミネラ

ル、水溶性ビタミン、脂溶性ビタミンといった栄養素が放射線照射によって影響を受

ける」と報告されている 2。

② 照射による栄養価への影響に関する知見

・ 主要栄養素（タンパク質と炭水化物）

10kGy 以下の線量の照射は、タンパク質と炭水化物の栄養価に通常顕著な影響は

及ぼさない 2,3,4。

・ 主要栄養素（脂質）

脂質はイオン化照射に対して感受性が高い栄養素であり、自動酸化が誘導される

可能性が指摘されている 5。また、生成されたフリーラジカルが不飽和脂肪酸の酸

化を促進し、肉成分の生化学的変化を引き起こして栄養価に影響を与える懸念など

も報告されている 6。

・ 微量栄養素（ミネラル）

WHO の報告書（1994）によれば、「照射がミネラルの量または生体有効性に影響

を与えるという報告はない」としている 2。しかし、照射したハッショウマメ種子

やハス種子においてミネラル分が減少するという報告もなされている 7,8。

・ 微量栄養素（水溶性ビタミン）

WHO の報告書（1994）によれば、「放射線照射による水溶性ビタミンの損失に関
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する研究はかねてより多くなされており、放射線への感受性は一般的に、チアミン

＞アスコルビン酸＞ピリドキシン＞リボフラビン＞葉酸＞コバラミン＞ニコチン酸

の順」とされている 2。適正な条件下では、チアミンの損失は 10～20％以下と小さ

く、熱処理や乾燥など他の食品保存方法における損失と同程度である。

・ 微量栄養素（脂溶性ビタミン）

WHO の報告書（1994）によれば、「放射線照射による脂溶性ビタミンの損失に関

する研究もかねてより多くなされており、水溶性ビタミン同様、放射線感受性は食

品の種類、線量、照射時と貯蔵時の環境に大きく左右される。また、放射線感受性

は一般的に、ビタミン E＞カロチン＞ビタミン A＞ビタミン K＞ビタミン D の順」

とされている 2。適正な条件下では、トコフェロール（ビタミン E）の損失は 10～

20％以下と小さく、熱処理や乾燥など他の食品保存方法における損失と同程度であ

る。

（3）毒性評価

該当情報なし

（4）曝露評価

該当情報なし

（5）耐容量

該当情報なし

（6）国際機関及び各国の取組状況

① 基準値

Codex では、「栄養適性に関する基準については、食品が販売される当該国で適用さ

れる栄養適性に関する公衆衛生上の国家基準を遵守すべき」としている 9。（ただし、

実際には照射食品に特化して、栄養面の特別な規定を設けている国はない。）

② リスク低減方法

(a) 国際的な規制

放射線照射された食品中の栄養価の損失に対する国際的な規制は定められていな

い。
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(b) 一般的な対応策

実際のリスク低減方法としては、「ビタミンは種類によっては、低温（-45℃）で

の照射や熱湯への浸漬と組み合わせることで、損失を低減させることができる」と

されている 2。また、食品添加物を加えることで、ビタミン E などの抗酸化成分の

減少を防ぐことができる 10。

③ 国際的な評価

○ WHO

JECFI（WHO 1981 年）の報告では、「食品の総平均線量が 10kGy までの照射は、特

別な栄養学的または微生物学的問題を生じない」と結論付けられている 11。照射食品

は、乾燥、くん煙、缶詰、冷凍といった他の方法で処理された食品と、栄養学的に同

等である。WHO の報告書（1994）によれば、「ビタミン類の損失は、適正な処理技術

で最小限にすることができる」と指摘されている 2。

10kGy を超える線量については、WHO の報告書（1999）において、「照射食品の栄

養適性については数々の研究が行われ、その多くが高線量での影響を検討している。

（中略）一般的に、これらの研究により、照射による影響についての共通性と予言可

能性が確認されている 12」とされている。同報告書では、これまでの多数の研究に基

づき、「タンパク質、脂肪、炭水化物は、栄養価と消化の面で照射によって有意な変化

を受けない 12」としている。また、「10kGy を超える線量で食品の官能特性を保持する

には、乾燥製品を除いて、酸素非存在下で低温で照射を行う必要があり、これにより

栄養適性も保持される。栄養学的な観点では、照射食品は加熱滅菌された食品と実質

的に同等又はそれよりも優れている 12」とされている。「ただし、チアミンは食事から

の摂取量の計算を行うべき唯一のビタミンである 12」とも述べている。

○ EC

1987 年に EC の食品科学委員会は、1980 年の JECFI の栄養学的側面を始めとする結

論を是認し、「10kGy 以下の線量で照射された食品の安全性を評価するために、これ以

上の動物実験は行う必要がない」との見解を示した 13。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、一般消費者の食品への放射線照

射に対する認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は食品への放射線照射につい
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て具体的な内容を知らない。

（8）不足しているデータ

上述の通り、WHO の報告書（1994、1999）において、10kGy まで、又は 10kGy を超

える照射について、一般的には照射による特別な栄養学的問題は生じないとされている。

その一方で、例えば、1981 年の報告書では、「個々の照射食品における変化の重要性と

その食事中の役割について注意を払うべきである 11」とされ、1999 年の報告書では、「チ

アミンは食事からの摂取量の計算を行うべき唯一のビタミンである 12」とも述べられて

いる。そこで、放射線照射食品の利用に当たっては、チアミンをはじめとするビタミン

等の減少率のデータと食品の想定される利用用途、摂取量等を考慮して、栄養学的な健

全性について確認することが望ましい。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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2.1.2 食品の加工適性、食味･風味への影響

（1）注目されるようになった経緯

放射線照射した小麦粉におけるグルテン分解による製麺適性の低下や、卵の粘度の低

下、この他にも放射線照射による味、臭い、テクスチャー等の変化の可能性が示唆され

てきた 1,2,3。

（2）科学的特性

① 加工適性や食味・風味の変化が懸念される食品

米、小麦などデンプンを多く含む食材、肉類など脂質を多く含む食材、その他タン

パク質中の含硫アミノ酸を多く含む食材など 2,3。

② 照射による加工適性、食味･風味への影響に関する知見

・ デンプン等を含む食材の品質変化

放射線照射によって生成するフリーラジカルはデンプン等の多糖類の分子構造の

変化や断片化を引き起こす 2,4,5。この理由から、デンプン等を含む食材の粘度の低

下や、水溶性や酸性度の増加が引き起こされる 6。また、穀物中の成分、例えばグ

ルテンの分解なども報告されており、この結果、小麦等の製麺適性の低下や米など

の食味の変化が発生する 2,3。

・ 肉類等への放射線照射による照射臭の発生

肉タンパク構成成分である含硫アミノ酸あるいは脂質は、放射線照射によって脱

硫化あるいは酸化し、照射臭の原因となる揮発性物質を発生させる 2,7。食肉や魚介

類での照射臭の発生が 3kGy で微量発生する他、鶏卵を室温下で照射した場合、

0.5kGy の γ
ガンマ

線照射で食味･風味が変化する 8。

（3）毒性評価

該当情報なし

（4）曝露評価

該当情報なし

（5）耐容量

該当情報なし
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（6）国際機関及び各国の取組状況

① リスク低減方法

(a) 国際的な規制

放射線照射された食品の食味の変化については、国際的な規制は定められていな

い。

(b) 一般的な対応策

正確で適切な放射線照射を行うことで、対応が可能である 1。真空包装して酸素

を除去して照射したり、凍結下で照射したりすることにより、食味劣化や色調変化

を防止することが可能である 3。

② 国際的な評価

○ WHO

WHO の報告書（1994）によれば、「照射が不正確または不適切に利用された場合に

は食品の食味的性質が損なわれるとしているが、そのような食品は消費者が受け入れ

ないため、問題をもたらすことはない」とされている 1。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、食品への放射線照射に対する一

般消費者の認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は具体的な内容を知らない。

（8）不足しているデータ

炭水化物、脂質、タンパク質等の食品中の成分に放射線照射が与える影響については、

既に多くの研究があるが、多数の成分からなる実際の食品では、放射線照射による影響

は、食品中の成分や照射条件等により変わる。放射線照射食品の利用に当たっては、目

的とする食品の利用用途等を考慮して、加工適性や食味・風味への影響について検討が

行われることが望ましい。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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2.2 食品包装への影響

（1）注目されるようになった経緯

食品照射の利点として、既に包装済みの食品を放射線照射により殺菌できるという点

が挙げられるが、その一方で、包装材への照射による有害物質の生成や、包装材の劣化

の可能性が指摘されてきた 1。

（2）科学的特性

・ 高分子鎖（ポリマー）の構造変化

食品包装材を形成する高分子重合体では、フェニル環が分子内及び分子間におい

て放射線に対する高い抵抗性を示す。従って、放射線に対する感度は、脂肪族に対

して高く、芳香族において低い。放射線照射により高分子鎖（ポリマー）の架橋結

合が発生し、伸長強度や硬度の増加、耐溶剤性の変化、耐衝撃強度の減少などが引

き起こされる 1。

・ 揮発性化合物、有機ラジカルの生成

放射線照射により高分子鎖が切断され、短鎖高分子の形成、ガスの発生、抽出物

の変化などが引き起こされる 1。例えば、LDPE（低密度ポリエチレン）を酸素存在

条件下で放射線照射すると、揮発性物質としてアルデヒド類、ケトン類、カルボン

酸類、飽和炭化水素類が生成する 2。

・ 添加剤の分解等

市販のポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレンに γ
ガンマ

線照射を行ったところ、

酸化防止剤の顕著な減少と、その分解産物の生成が見られたが、食品衛生上特に問

題となる変化は見出されなかった 3。

（3）毒性評価

該当情報なし

（4）曝露評価

該当情報なし

（5）耐容量

該当情報なし
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（6）国際機関及び各国の取組状況

① 国際的な規制

Codex では、技術的および衛生上の目的達成に見合った線量、適正照射基準（Good

Irradiation Practice：GIP）への適合、照射処理に適した食品および容器包装の衛生状態、

GMP に則った照射前後の適正な取り扱いを定めている 4。包装材については、「照射後

の汚染や感染を避けるために、食品は再汚染や再感染を効果的に防止できる素材で包

装すること、包装材は輸入国の基準にしたがうこと、容器の大きさと形状は照射施設

の運転特性（施設内の輸送システムや照射線源など、容器内の線量分布に影響を与え

る特性）などを考慮して決める」ことが定められている 4。

米国では「食品製造･加工･出荷における放射線照射」において、食品照射に使用で

きる包装材を表 1 の通り詳細に規定している 5。

表 4-2 米国 21 CFR 179.45 で定められる食品照射に使用可能な包装材

法令 包装材 最大線量 [kGy]
ニトロセルロース加工セロファン 10
グラシン紙 10
ワックス加工の板紙 10
ポリオレフィンフィルム 10
クラフト紙 0.5
PETフイルム（基本重合体） 10
ポリスチレンフイルム 10
塩酸ゴムフイルム 10
塩化ビニリデン-塩化ビニル共重合体フイルム 10
ナイロン11 [ポリアミド-11] 10

Section 179.45(c) エチレン-酢酸ビニル共重合体 30
パーチメントペーパー 60
ポリエチレンフイルム（基本重合体） 60
PETフイルム 60
ナイロン6 [ポリアミド-6] 60
塩化ビニル-酢酸ビニル共重合体フイルム 60

Section 179.45(b)

Section 179.45(d)

（出典：文献 5 による。）

EU では、「照射食品の包装に用いられる素材は、その目的に適したものでなければ

ならない」としている 6。オーストラリアとニュージーランドでは、「照射食品に使用

される又は使用するための包装及び包装資材は、処理目的に適した品質と容認可能な

衛生状態を満たすべきであり、照射前後において、事例毎の処理技術の個別の要求事

項を考慮しながら、GMP に従って取り扱われるべき」としている 7。

② 一般的な対応策
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放射線抵抗性の高い包装材を用いることで、リスクを低減することができる。また、

抗菌性の高い包装材を用いて殺菌効果を高め、必要放射線量を低減させる方法も考え

られる 8。

（7）消費者の関心・認識

食品への放射線照射に関するアンケート a によれば、食品への放射線照射に対する一

般消費者の認知度は現状では高くなく、半数以上の消費者は具体的な内容を知らない。

（8）不足しているデータ

放射線照射による包装材への影響については国内外で各種の検討が行われ、海外で食

品照射に利用可能な包装材の規定も設けられている。今後、従来食品照射に利用されて

いなかった包装材を新たに利用する場合は、当該包装材が食品照射に対応していること

を確認するためのデータを整備することが望まれる。

a
報告書 3 章 3.2 参照
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